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令和４年度  連携研究スキームによる研究（政策研連携研究課題）  

研究成果等概要報告書  

 

研究テーマ名 
環境に配慮した農業生産活動による生態系及び社会経済等持

続可能性の総合的評価手法の開発に関する研究  

政策研連携研究課題名 
環境保全型農業による社会経済的影響の評価と生態系への影

響も合わせた総合的評価手法の開発に関する研究  

研究実施期間（西暦） ２０２１年度     ～    ２０２３年度（３年間）  

ＰＯ 農林水産政策研究所  國井  大輔  

 

１  研究の進捗状況等  
 
環境に配慮した農業生産活動による社会経済的影響及び生態系サービスへ

の影響の総合的な評価手法開発を目的とし、写真を活用した景観に関するア
ンケート調査を行った。また併せて、景観評価のための分析手法に関する文
献調査や、棚田の調査を行った。  

 

①  写真を利用した景観評価に関するアンケート調査  

11 月に調査サイトで開催されたお祭りに合わせて、町内の米づくりの風景
に関する写真を利用したアンケート調査を実施した。その結果、景観、生
産、生物、食、文化の 5 つのカテゴリーにおいて、景観が最も高い選好を
示し、世代によってその選好の特徴が異なることが明らかとなった。なお、
詳細な分析は今後行うこととしている。  

 

②  GIS を利用した景観評価の可視化に関する研究  

景観の評価のツールである Social Values for Ecosystem Service(SolVES)を
活用した評価を行うため、既存の文献調査を行うとともに、有識者へのヒ
アリングを行った。 SolVES を使った研究は森林や国立公園を対象とした
事例が中心に報告されており、調査手法としてはアンケートもしくはヒア
リング調査によるものが中心となっている。本研究への適用も可能である
と考えられる。  

 

③  モバイルデータを利用した農村への来訪者特定に関する研究  

農村景観として棚田に注目し、KDDI によるモバイルデータの分析を行っ
た。また、棚田の現地調査及び棚田保全協議会へのヒアリングを行った。 
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（注１）全研究期間をとおしての研究全体の進捗状況を５行程度で簡潔に記載し、当該年

度に研究を実施した研究項目ごとの進捗状況を３～５行程度で簡潔に記載するこ
と。  

（注２）学会発表、論文発表等成果の公表状況（リスト）を添付すること。  
（注３）農林水産政策研究所のホームページで公表するため、未公表データや知的財産等

に関係する事項については、十分に注意して作成すること。また、公表できる内容
のみを記載すること。  


